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15　寒冷地手当
○　概要
(1)　寒冷地手当とは、寒冷地に在勤する職員の寒冷積雪のための暖房用燃料等の生計費が暖地在勤職員に比して著しくかさむ実情を理由に支払われている手当である。
(2)　支給額及び支給方法については、次のとおりである。
ア　基準日（毎年11月から翌年３月までの各月初日）において、寒冷地域に在勤する職員及び寒冷地に所在する公署と権衡上必要があると認められる公署に在勤している職員で当該市町村又は寒冷地に居住する職員に支給される。
イ　支給額は、次の区分に応じ支給される。
	
	世帯等の区分

	
	世帯主である職員
	その他の職員


	
	扶養親族のある職員
	その他の世帯主である職員
	

	月　　額
	17,800円　
	10,200円　
	7,360円　


　　※ 平成27年4月1日の支給地域等の見直しにより手当が支給されないこととなる職員については、平成

29年度まで経過措置が適用される。ただし、手当額については、平成28年度は6,000円を、平成29年度は12,000円を減じて支給される。
○ 関係法令

給与条例

(寒冷地手当)

第18条　寒冷地手当は、毎年11月から翌年3月までの各月の初日（以下この条において「基準日」という。）において次に掲げる職員のいずれかに該当する職員（以下この条において「支給対象職員」という。）に対して支給する。

一　札幌市の地域に在勤する職員

二　前号に規定する地域以外の寒冷の地域で人事委員会規則で定める地域に在勤する職員

三　前2号に規定する地域以外の地域に所在する公署のうちその所在する地域の寒冷及び積雪の度を考慮して前号に規定する地域に所在する公署との権衡上必要があると認められる公署として人事委員会規則で定めるものに在勤する職員であつて前2号に規定する地域又は人事委員会規則で定める区域に居住するもの

２　前項第1号及び第2号に係る支給対象職員の寒冷地手当の月額は、次の表に掲げる地域の区分及び基準日における職員の世帯等の区分に応じ、同表に掲げる額とする。
	地域の区分
	世帯等の区分

	
	世帯主である職員
	その他の職員

	
	扶養親族のある職員
	その他の世帯主である職員
	

	前項第1号の地域
	            　23,360円
	              13,060円
	     　　　 　　8,800円

	前項第2号の地域
	            　17,800円
	              10,200円
	     　　　 　　7,360円


３　第1項第3号に係る支給対象職員の寒冷地手当の月額は、基準日における前項の表に掲げる職員の世帯等の区分に応じ、同表前項第2号の地域の項に掲げる額とする。

４　前3項に規定するもののほか、寒冷地手当の支給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

附　則(平成27年条例第11号)

(寒冷地手当に関する経過措置)

８　この項から附則第11項までにおいて、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一　旧寒冷地等在勤等職員　次に掲げる職員のいずれかに該当する職員（常時勤務に服する職員に限り、再任用職員を除く。）をいう。

ア　平成27年3月31日において職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第7号。以下「給与支給規則」という。）別表第8の2に掲げる支給地域（イにおいて「旧寒冷地」という。）に在勤する職員

イ　平成27年3月31日において給与条例第18条第1項第3号に規定する人事委員会規則で定める公署に在勤し、かつ、旧寒冷地又は同日において同号に規定する人事委員会規則で定める区域に居住する職員

二　新寒冷地等在勤等職員　給与条例第18条第1項各号に掲げる職員のいずれかに該当する職員（常時勤務に服する職員に限り、再任用職員を除く。）をいう。

三　特定旧寒冷地等在勤等職員　旧寒冷地等在勤等職員であって、新寒冷地等在勤等職員でないものをいう。

四　みなし寒冷地手当額　次項又は附則第10項に規定する者につき、給与支給規則別表第8の2に規定する支給地域をその地域の区分（給与条例第18条第2項に規定する地域の区分をいう。）と、基準日（給与条例第18条第1項に規定する基準日をいう。以下同じ。）におけるその基準世帯等区分（当該者の平成27年3月31日以降における世帯等の区分（給与条例第18条第2項に規定する世帯等の区分をいう。以下この号において同じ。）のうち、給与条例第18条第2項の表前項第2号の地域の項に掲げる寒冷地手当の額が最も少ない世帯等の区分をいう。）をその世帯等の区分とそれぞれみなして、給与条例第18条第2項の規定を適用したならば算出される寒冷地手当の額をいう。

９　基準日（その属する月が平成28年3月までのものに限る。）において特定旧寒冷地等在勤等職員である者のうち、平成27年3月31日から当該基準日までの間、引き続き特定旧寒冷地等在勤等職員であったものに対しては、給与条例第18条第1項から第3項までの規定にかかわらず、みなし寒冷地手当額の寒冷地手当を支給する。

10　基準日（その属する月が平成28年11月から平成30年3月までのものに限る。）において特定旧寒冷地等在勤等職員である者のうち、平成27年3月31日から当該基準日の前日までの間、引き続き特定旧寒冷地等在勤等職員であったものに対しては、みなし寒冷地手当額が、次の表の上欄に掲げる基準日の属する月の区分に応じ同表の下欄に掲げる額を超えることとなるときは、給与条例第18条第1項から第3項までの規定にかかわらず、みなし寒冷地手当額から同表の上欄に掲げる基準日の属する月の区分に応じ同表の下欄に掲げる額を減じた額の寒冷地手当を支給する。

	平成28年11月から平成29年3月まで
	6千円

	平成29年11月から平成30年3月まで
	1万2千円


11　基準日において特定旧寒冷地等在勤等職員である者のうち、平成27年3月31日において旧寒冷地等在勤等職員であって、平成27年4月1日から当該基準日の前日までの間、引き続き旧寒冷地等在勤等職員又は新寒冷地等在勤等職員であったもの（前二項の規定により寒冷地手当を支給される者を除く。）に対しては、前二項の規定により寒冷地手当を支給される者との権衡上必要があると認められるときは、給与条例第18条第1項から第3項までの規定にかかわらず、人事委員会規則の定めるところにより、前二項の規定に準じて、寒冷地手当を支給する。

給与支給規則

(寒冷地手当)

第33条の8　条例第18条第1項第2号の人事委員会規則で定める地域は、別表第8の2に掲げる地域又は任命権者が人事委員会と協議して定める地域とする。

２　条例第18条第1項第3号の人事委員会規則で定めるものは別表第8の3に掲げる公署又は任命権者が人事委員会と協議して定める公署とし、同号の人事委員会規則で定める区域は、同表上欄に掲げる公署に在勤する職員にあつては当該公署に対応する同表下欄に掲げる市町村とし、任命権者が人事委員会と協議して定める公署に在勤する職員にあつては当該公署の所在する市町村とする。

第33条の9　寒冷地手当は、給料の支給方法に準じて支給する。ただし、給料の支給定日までに寒冷地手当にかかる事実が確認できない等のため、その日に支給することができないときは、その日後に支給することができる。

第33条の9の2　条例及びこの規則において、世帯主である職員とは、主としてその収入によつて世帯の生計を支えている職員で次に掲げるものをいう。

一　扶養親族（条例第8条第2項に規定する扶養親族をいう。以下同じ。）を有する者

二　扶養親族を有しないが、居住のため、一戸を構えている者又は下宿、寮等の一部屋を専用している者

第33条の9の3　任命権者は、寒冷地手当を支給する場合において必要と認めるときは、職員の住居の所在地を確認するものとする。

２　任命権者は、前項の確認を行う場合において必要と認めるときは、職員に対し住居の所在地を証明するに足る書類の提出を求めるものとする。

別表第8の2（第33条の8関係）

寒冷地手当支給地域表
	支給地域

	会津若松市

喜多方市

田村市

安達郡　　　大玉村

岩瀬郡　　　天栄村
南会津郡　　全町村

耶麻郡　　　全町村

河沼郡　　　全町村

大沼郡　　　全町村

西白河郡　　西郷村及び中島村
石川郡　　　石川町及び浅川町
田村郡　　　全町
双葉郡　　　川内村及び葛尾村

相馬郡　　　飯舘村


備考　この表に掲げる名称は、平成26年4月1日における名称とし、同表に定める地域は、それらの名称を有するものの同日における区域を用いて示された区域とし、その後におけるそれらの名称の変更又はそれらの名称を有するものの区域の変更によつて影響されないものとする。

別表第8の3（第33条の8関係）（抄）

寒冷地手当支給対象公署及び所在市町村表

	支給対象公署
	所在市町村

	福島県立湖南高等学校

福島県立安積高等学校御舘校
	郡山市

	福島県立白河実業高等学校
	白河市

	福島県立長沼高等学校
	須賀川市


附　則(平成27年条例第4号)

(寒冷地手当に関する経過措置)

４　この項及び次項において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一　旧寒冷地等在勤等職員　改正条例附則第8項第1号に規定する旧寒冷地等在勤等職員をいう。

二　新寒冷地等在勤等職員　改正条例附則第8項第2号に規定する新寒冷地等在勤等職員をいう。

三　特定旧寒冷地等在勤等職員　改正条例附則第8項第3号に規定する特定旧寒冷地等在勤等職員をいう。

四　基準日　給与条例第18条に規定する基準日（その属する月が平成30年3月までのものに限る。）をいう。

５　基準日において特定旧寒冷地等在勤等職員である者のうち、平成27年3月31日において旧寒冷地等在勤等職員であった者であって、平成27年4月1日から当該基準日の前日までの間、引き続き旧寒冷地等在勤等職員又は新寒冷地等在勤等職員であったもの（改正条例附則第9項及び第10項の規定により寒冷地手当を支給される職員を除く。）に対しては、その旧寒冷地等在勤等職員又は新寒冷地等在勤等職員であった期間を特定旧寒冷地等在勤等職員として勤務していたものとみなして、改正条例附則第9項及び第10項の規定を適用したとしたならば算出される額の寒冷地手当を支給すること。

市町村立学校給与条例

(寒冷地手当)

第8条の8の2　毎年11月から翌年3月までの各月の初日において次に掲げる学校職員のいずれかに該当する学校職員には、県立学校職員の例により寒冷地手当を支給する。

一　寒冷の地域で人事委員会規則で定める地域に在勤する学校職員

二　前号に規定する地域以外の地域に所在する学校等のうちその所在する地域の寒冷及び積雪の度を考慮して前号に規定する地域に所在する学校等との権衡上必要があると認められる学校等として人事委員会規則で定めるものに在勤する学校職員であつて前号に規定する地域又は人事委員会規則で定める区域に居住するもの

附　則(平成27年条例第67号)

(寒冷地手当に関する経過措置)

７　職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成27年福島県条例第11号)附則第8項から第11項までの規定による寒冷地手当を支給されることとなる県立学校職員（市町村立学校職員給与等条例第6条に規定する県立学校職員をいう。以下同じ。）に相当する学校職員（市町村立学校職員給与等条例第2条第1項に規定する学校職員をいう。）に対しては、当該県立学校職員の例により、寒冷地手当を支給する。

市町村立学校給与規則
（寒冷地手当）

第6条の2　条例第8条の8の2第1号の人事委員会規則で定める地域は、別表第4の4に掲げる地域又は任命権者が人事委員会と協議して定める地域とする。

２　条例第8条の8の2第2号の人事委員会規則で定めるものは別表第4の5に掲げる学校等（条例第8条の5に規定する学校等をいう。以下同じ。）又は任命権者が人事委員会と協議して定める学校等とし、同号の人事委員会規則で定める区域は、別表第4の5上欄に掲げる学校等に在勤する職員にあつては当該学校等に対応する同表下欄に掲げる市町村とし、任命権者が人事委員会と協議して定める学校等に在勤する職員にあつては当該学校等の所在する市町村とする。

別表第4の4（第6条の2関係）

寒冷地手当支給地域表は、給与支給規則別表第8の2と同じ。

別表第4の5（第6条の2関係）

寒冷地手当支給対象学校等及び所在市町村表

	支給対象学校等
	所在市町村

	福島市立水原小学校
	福島市

	郡山市立多田野小学校

郡山市立多田野小学校堀口分校

郡山市立河内小学校

郡山市立熱海小学校

郡山市立熱海小学校石莚分校

郡山市立安子島小学校

郡山市立海老根小学校

郡山市立逢瀬中学校

郡山市立熱海中学校

郡山市立御舘中学校
郡山市立湖南小中学校
	郡山市

	いわき市立川前小学校

いわき市立桶売小学校
いわき市立小白井小学校

いわき市立三和小学校

いわき市立川前中学校

いわき市立桶売中学校

いわき市立小白井中学校

いわき市立三和中学校

いわき市立三和学校給食共同調理場
	いわき市

	白河市立白河第四小学校

白河市立白河第五小学校

白河市立小田川小学校

白河市立関辺小学校

白河市立表郷小学校

白河市立釜子小学校

白河市立小野田小学校

白河市立信夫第一小学校

白河市立信夫第二小学校

白河市立大屋小学校

白河市立東北中学校

白河市立白河南中学校

白河市立表郷中学校

白河市立東中学校

白河市立大信中学校

白河市立学校給食センター

白河市大信学校給食センター
	白河市

	須賀川市立大東小学校上小山田分校

須賀川市立長沼小学校

須賀川市立白方小学校

須賀川市立白江小学校

須賀川市立長沼中学校

須賀川市長沼学校給食センター
	須賀川市

	二本松市立塩沢小学校

二本松市立安達太良小学校

二本松市立原瀬小学校

二本松市立大平小学校

二本松市立石井小学校

二本松市立小浜小学校

二本松市立新殿小学校

二本松市立旭小学校

二本松市立川崎小学校

二本松市立東和小学校

二本松市立二本松第二中学校

二本松市立小浜中学校

二本松市立岩代中学校

二本松市立東和中学校

二本松市東部学校給食センター
	二本松市

	本宮市立岩根小学校

本宮市立和田小学校

本宮市立白岩小学校

本宮市立白沢中学校

本宮方部学校給食センター
	本宮市

	川俣町立飯坂小学校
川俣町立山木屋小学校
川俣町立山木屋中学校
	伊達郡川俣町


	玉川村立須釜小学校

東部共同調理場
	石川郡玉川村

	平田村立蓬田小学校
	石川郡平田村


附　則 （省略）

市町村立学校給与規則第6条の2第2項により人事委員会と協議して定めた学校

	学　校
	所在市町村
	適用日

	浪江町立浪江中学校
	二本松市
	27.11.1
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